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Abstract
　In order to control professional work of the school library, it is important to fix self-evaluation 
of the teacher librarian’s task. It is necessary for teacher librarians themselves to perform their 
own evaluation for the work to achieve an educational object at school.
The purpose of this research is to prove the necessity of establishing a concrete standard for the 
teacher librarian to practice the self-evaluation specifically to retain the specialties. The method 
is based on the document study.
While studying this research, I found following three points.  
First, it is common to be controlled by management using the aptitude, the ability and the 
function which concern to a child. Second, the school library cooperates with other in-school 
divisions. Third, a teacher librarian is also necessary to associate with out-school organizations.
In conclusion, it is important for teacher librarian to take part in school management.  And I 
would also recognize that a teacher librarian can possibly support the school management plan 
which has been rather placed in the absent seat. Because there is a revised school library law in 
Japan.
I, hereby, propose points of view for the self-evaluation and guidelines for the settlements of 
professionalism.

1 はじめに
1.1 研究の背景
　文部科学省は2010（平成 22）年に、公立の小
学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特
別支援学校の教育職員（校長、副校長、教頭、

主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、
養護助教諭、栄養教諭、講師、実習助手及び寄
宿舎指導員）を対象とし、“教員評価により、教員
が自らその教育活動を見直し、自発的に改善してい
くとともに、教員の能力と業績を適正に評価し、意
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欲と自信を持たせた。また、教員の指導力や勤務
実績が処遇上も報われるようにしていくこと”1を趣旨
として教員評価システムの取組状況について調査を
行い、結果を発表している。そこでは、“ 教諭の評
価者に関し、一次評価者が副校長・教頭、二次
評価者が校長 ”である。
　しかし、評価は、調査の趣旨のように教員が自ら
その教育活動を見直し、自発的に改善し学校内の
他組織や他機関と協同していくために教員自ら自己
評価し提示する必要がある。2

さて、学校図書館では、2003年 4月から「学校図
書館法の一部を改正する法律等の施行について」
3 により12学級以上の学校に司書教諭を置くことが
義務づけられた。また、2015年 4月1日からは「学
校図書館法の一部を改正する法律」によって学校
司書が配置されることになった。それに関連して
2014年 3月の「学校図書館担当職員の役割及び
その資質の向上に関する調査研究協力者会議（報
告）」4では、学校図書館担当者は「教育指導への
支援」に関する職務を担っていくことが求められる
と明記された。
　そこで、教諭の兼務である司書教諭が学校図
書館の専門的職務を遂行することによって、学校
の教育目標を実現するためには、司書教諭として
の職務を自己評価する必要があるのではないだろう
か。それによって、司書教諭は、学校の教育課程
の展開に寄与する学校図書館の専門職として、学
校図書館経営を改善し、もって学校経営に参画
する意欲と自信を持つことができると考える。さらに、
司書教諭による職務の自己評価は、学校図書館経
営の改善だけではなく、学校経営における学校図
書館を使った教科の学習にかかわる研修にも活用
できると考える。

1.2 研究の目的と研究方法および用語の定義
　本研究の目的は、司書教諭による自己評価につ
いて検討し、具体的な自己評価モデルを提案する

ことである。それによって、司書教諭は、職務の専
門性を認識し、学校図書館経営を掌る職務の研修
に活用する等、学校教育の充実に貢献するための
活動に応用することが出来ると考える。
　本研究の研究方法は文献研究である。
　本稿の用語は次のように定義する。専門職とは、
専門的な職務を遂行する人であるとして専門職の
要件 3点をあげている5ことをふまえ、専門職である
教諭6の中から任命される学校図書館の専門的な
職務を遂行する司書教諭も専門職とする。学校経
営は『現代学校経営用語辞典』において、“ 学
校における諸活動を計画し、組織編成して教育効
果をあげるのにふさわしい教育機関としての学校を
運営していく統括の作用 ”であると指摘されている7 
ことに基づき、学校教育の目標を達成するために行
われる学校の諸活動とする。学校図書館経営は、
渡部重夫が “ 学校図書館の目的を実現するために、
図書館運営の方針を立て、必要な組織をつくり、
諸資源（人、メディア、施設・設備など）を効率
的に編成しながら、学校図書館事業を継続的に実
行すること”8であると指摘していることをふまえる。
そこで、学校図書館経営は、学校図書館法に謳う
“ 教育課程の展開に寄与する”ために学校経営の
一環として行なわれる教育活動であるとする。さら
に、学校図書館利用指導は学校経営を掌る司書
教諭による学校図書館を利活用するための教育的
指導とする。また、カリキュラムとは、天野正輝が、“教
育課程とは各教科における教育活動を指すものとす
る”9と指摘していることをふまえ、カリキュラムと教育
課程を同義として論じる。

1.3 研究の枠組み
　研究の枠組みとして専門職の要件から司書教諭
の専門性を検討する。専門職の要件は“①その職
務を遂行するに足る必要にして充分なる専門性をも
つこと，②職務の際の判断や行動が自律的であるこ
と，③それが同業集団によって自己規制されるこ
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年に塩見昇は「学校図書館専門職員制度化の課
題」 の中で，2014年の学校司書を法制化する学校
図書館法の一部改正は司書教諭の職務内容も今
後の課題の一つとなったことを論じ、司書教諭の位
置づけを “ 現行法の「学校図書館の専門的職務」
から司書教諭の職務を切り離し、学校図書館を学
校教育全般の中で利活用する運営・経営的な役
割にシフトし,よく整備された学校図書館が機能する
ことで学校教育がいかにその教育力を高め得るか
を具体化する条件・環境整備の役割とするのが理
にかなう” と学校司書と協力・連携するという在り方
を学校図書館専門職員という制度の構想で明確に
した。
　司書教諭が専門職として学校内に位置づけられ
るには、専門職として現在の職務を自己評価し点
検する必要があると認識されているといえよう。

2.3 全国学校図書館協議会による自己規制
　③の専門性が同業集団によって自己規制されるこ
とに関しては、1950年の創設以来、学校図書館に
ついての研究を専らとする公益社団法人である全
国学校図書館協議会の機関誌に掲載された学校
図書館評価基準についての議論から、学校図書
館の経営を掌る司書教諭が同業集団においてどの
ような自己規制を作り出しているかを検討する。学
校図書館を評価することは、司書教諭の職務であ
る管理的職務、技術的職務、奉仕・指導的職務
の遂行状況を把握することである。そこで、全国
学校図書館協議会による学校図書館評価基準を
検討する。全国学校図書館協議会は、2008年 12
月15日に制定した小学校から高等学校までの学校
図書館を対象にした「学校図書館評価基準」12を
出している。項目は、1理念、2経営、3担当者、4メディ
ア、5施設環境、6運営、7サービス、8指導支援、
9協力体制、10地域連携、11ボランティア、12連携
協力、13委員会、14研修に分かれている。これら
の項目を評価する場合には、評価者が自分で3か

と”10の 3点であるとの指摘がある。この指摘をうけ、
専門的職務を掌る司書教諭の専門性を検討する。 
そこで、①・②・③について先行研究の検討を行う。

2 司書教諭の専門的職務と専門性に関する議論
2.1 司書教諭の専門的職務とは
　①の職務を遂行するに足る必要にして充分なる
専門性をもつことでは、1959年刊行の文部省編『学
校図書館運営の手びき』11に規定されている。“A
管理的職務　1学校図書館運営の総合計画の立
案・実施と学校の教育計画への寄与（以下 17ま
で略）B技術的職務　1　図書館資料の選択・構
成（以下 12まで略）C奉仕・指導的職務　1　館
内閲覧の事務（以下 12まで略）”と指摘されている。
Aの管理的職務 1に “ 学校図書館運営の総合計
画の立案・実施と学校の教育計画への寄与 ”する
ことが示されている。司書教諭の専門的職務につ
いては、枠組みができているのである。
　また、司書教諭は、学校図書館法 “第五条（司
書教諭）２　前項の司書教諭は、主幹教諭（略）、
指導教諭又は教諭（以下この項において「主幹
教諭等」という。）をもつて充てる”とある。
　司書教諭の設置根拠は学校図書館法第 5条第
1項にあり、2003年の学校図書館法改正により12
学級以上の学校には必ず置かなければならないこと
となった。

2.2 司書教諭の専門的職務に関する自律的判断
　②の職務の際の判断や行動が自律的であること
については、先行研究において次のような議論があ
る。2009年に山上優は、「段階を踏んだ司書教諭
の専門性の発揮 -- 校内組織の一分掌から専門職
へ」 の中で、“同じ専門職である養護教諭のような
視点で校内組織に位置づけることも、司書教諭が
専門性を発揮できる条件の一つ ”12であると、専門
職である養護教諭から考えることに言及した。2015
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ら1までの数値を選択することによってレーダーチャー
トを作成することができるように設計されている。しか
し、これは、学校図書館の評価基準であり、司書
教諭の自己評価の基準ではない。そこで、司書教
諭がどのように自己評価するかについて、基準とな
るものであり、参考とする。

3 従来の自己評価項目の整理
3.1 司書教諭の自己評価
　2006年に柴田笑子は，「次年度に生きる図書館
活動を！」13として、“ 司書教諭の自己評価 ”を公表
している。以下に項目を抜粋する。
　図書館運営と指導の評価

図書館運営の基本方針について

　　（1）生徒の読書意欲を向上させる図書館作り
を行うことができたか。

　　（2）学習に役立つ図書館メディアを構築し、
学習・情報センターとしての機能を充実さ
せることができたか。

　　（3）情報リテラシーの育成を目指し、図書館を
活用した学習を推進するために、各教科
総合的な学習の支援を行うことができたか。

本年度の指導目標について
　　（1）読書に対する興味や関心を高め、読書

生活の基本的な習慣を養うことができたか。
　　（2）図書館利用のマナーを身につけさせること

ができたか。
　　（3）図書、および図書以外の資料を有効利

用させ、各種の情報を適切に選択する技
能を身につけさせることができたか。

　さらに、柴田は2009年に「評価がいきる学校図
書館教育を」14のなかで司書教諭の評価項目をあげ、
3段階で自己評価していると述べている。
【運営の基本方針について】

　　①生徒の読書意欲を向上させる図書館作りを
行うことができたか。

　　②学習に役立つ図書館メディアを構築し、学
習・情報センターとしての機能を充実させる
ことができたか。

　　③情報リテラシーの育成を目指し、図書館を活
用した学習を推進するために、各教科総合
的な学習の支援を行うことができたか。

【学び方の支援について】
　　①総合的な学習の時間に必要な図書やその

他の資料を揃え、提供することができたか。
　　②調べ学習に必要な図書資料などリファレンス

レンスサービスを行うことができたか。

3.2 養護教諭の自己評価
　高度の専門的知識・経験を必要とする専門職は
その理念型を自己評価によって描くところから出発
すると言われる。そのためには自律性が必要で ,自
律性を担保する自己評価が重要だと言われる。15 養
護教諭は，司書教諭が充て職であるのとは異なり、
学校教育法に明記された学校の専門職 である。
養護教諭が自己評価することは、“自分自身の仕事
を改善していく上で役にたつ ”として、“有用である”
と報告した文献に，2011年の小笹典子他の研究 が
ある。昨今、養護教諭はスクールカウンセラーや看
護師、栄養教諭などの職種の創設によってその専
門性を明確にする必要に迫られている。この研究
を参考とする理由は，司書教諭も、学校司書の創
設ややボランティアの登用等，専門性を問われるよう
になってきていることと、専門職として法的に確立し
た職種であるためである。
　そこで、参考資料として提示された（自己評価
方法の提案）の自己評価Ⅱの評価項目のみを以下
に引用する。

A「人間的社会的な成熟度」、B「子どもと
関わる能力・適性」、C「健康教育の推進者」
D「保健室経営」、評価要素 E「健康相談
活動」、F評価要素F「保健・安全管理」、G「医
療機関・関係機関との連携」、H「組織活動」、
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択することによってレーダーチャートを作成することが
できるように設計されている。

I「校務の処理」、J「組織活動」
の10の評価項目がある。これらの項目を評価する
場合には、評価者が自分で5から1までの数値を選

についても、留意する必要があろう。理由は、司
書教諭の職務として、『学校図書館運営の手引き』
には、管理的職務の 1に学校図書館運営の総合
計画の立案・実施と学校の教育計画への寄与があ
ることによる。そのためには、司書教諭は職務とし
て学校経営に参画し、学校図書館からの支援につ
いて企画を献言することが重要となるだろう。そこ
で、全国学校図書館協議会学校図書館基準（運
営）を参照し、表 2を作成し検討した。
 

　司書教諭の自己評価と養護教諭の自己評価の
項目の比較では、両者とも1. 子どもと関わる適性・
能力および機能を活かした経営では共通してい
る。2. 他機関との連携している点でも共通している。
3. 養護教諭は組織活動をあげているが、司書教諭
は、学校内での組織活動について言及していない。
対外的な渉外を担当することは経営において欠か
せない活動である。そのため、養護教諭の活動に
明確に示されている他組織との連携等の組織活動

3.3 まとめ
司書教諭の自己評価と養護教諭の自己評価の異同を以下に表としてまとめた。
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　司書教諭の職務の項目1から11までは、ほぼ全
国学校図書館協議会学校図書館基準（運営）に
よるものだが、4に学校経営への参画による教育課
程支援をいれた。理由は、『学校図書館運営の手
引き』に管理的職務の1に、学校図書館運営の総
合計画の立案・実施と学校の教育計画への寄与
することが明記されているためである。また、その
具体的な職務内容を図書部部長は部を代表して
学校経営に関わる企画経営会議に参画し、教育
課程支援を行うとした。

4 司書教諭の専門性確立のための自己評価モデ
ル試案

　3章で述べた、司書教諭の自己評価と養護教諭
の自己評価の表、および全国学校図書館協議会
の学校図書館評価を参照して作成した表を基に、
司書教諭の自己評価モデルの試案を表 3として提
示する。
 

　年度当初には図書資料の選書基準と廃棄基準
とをあわせて、資料の収集について学校全体に公
開し、了解を得ることが通例である。そこで、学校
図書館の評価だけではなく、司書教諭の業績評価
に関する指針を公開する必要があるのではないだ
ろうか。指針は、学校経営に組織的に参画し学校
図書館による教育課程支援を抜きには考えられない。
なぜなら、司書教諭の職務に学校の教育計画へ
の寄与があるためである。
　人事考課が個人の評価だけではなく学校教育の
質をあげるためのものだとするならば、司書教諭の
専門職職務の遂行による教育課程支援が必要なの

である。このことは、やがては、学校経営の組織
構造上における司書教諭の処遇にも影響を及ぼす
ことになるだろう。

5 おわりに
　司書教諭による自己評価は、司書教諭の専門性
を発信するにあたって重要な枠組みであると考える。
学校図書館法に明記された “ 教育課程の展開に
寄与する”学校図書館であるための専門的職が司
書教諭であるという認識の確立のために必要な条
件の一つに司書教論の自己評価があることが明確
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になった。具体的には専門性確立のための11項目
を試案として提案する。
　教員の自己評価が定着するためには、自己評価
とそれに基づく研修だけではなく、教諭の兼職であ
る司書教諭の指導力や勤務実績も処遇上でも報わ
れるようにする必要がある。そのためには、司書教
諭が専門職として自らの自己評価を人事考課等業
績評価の自己申告欄に記載する必要があると言え
る。本稿はそのための客観的評価基準の方向性
を示唆するものとなることを目指した。
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